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資料１

需要見通し／エネルギー政策にかかる今後の検討について

平成16年3月17日

資源エネルギー庁

１．需給部会での今後の検討予定

3月17日 第5回需給部会：政策課題①

電力システム、天然ガス利用拡大、新エネルギー、石炭の環境親和化

4月12日 第6回需給部会：政策課題②

省エネルギー、自動車燃料、燃料電池／水素社会の可能性、国際的課題等

※第5回及び第6回での政策課題に関する議論を踏まえて、第7回で定量的な見通しにつ

いて審議

5月17日 第7回需給部会

第5回、第6回需給部会を踏まえた将来の考え方と定量的見通し

２．これまでの議論を踏まえた今後の検討の前提

■ 2030年まで見通せば、我が国のエネルギー需要は頭打ち・減少に転じ、電

力需要の伸びも不透明。省エネによるさらなる需要減の可能性も。

（出所：第4回需給部会資料）
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■ 外的変化に対して対応できる柔軟性と高信頼性への要求の高まり

‐不透明さを増す国際エネルギー情勢

‐北米北東部停電、昨夏の関東圏電力需給問題等の事象の防止

■ 地球環境対策は引き続き大きな要請

‐京都議定書第一約束期間の目標

‐2013年以降の枠組みは不透明

■ 市場原理の活用／需要家による選択肢の拡大への対応も課題

-エネルギー供給には様々な事業者が参入して競争が活発化、電力ガス

事業における段階的な自由化がこれを加速

■ パラダイム転換につながる可能性を持つ技術の登場

‐燃料電池開発と水素製造等の技術開発の進展に伴い、水素社会の可能

性が現実化

‐ITを用いたエネルギー需要抑制など新しい省エネ技術の発達

‐既存のエネルギー産業の形態を超えた新しいビジネスモデルの可能性

３．需給見通しと今回、次回の検討について

■ 年の需給見通しは、長期を見通した場合、我が国のエネルギー需給2030
にどのような姿があり得るかを考察し、各種の政策課題への対応という観

点から、可能な限り望ましい姿を実現していくための官民の努力を引き出

すことが目的。特に、その中で新技術の開発、導入、普及など長期的な取

組を要するものの方向付けを行うことが重要。

■ 年という長期を考察する場合、不確定要素が大きいことから、前提2030
2030条件の変化によっては、その姿が大きく変わりうるもの。このため、

年の需給見通しは、経済成長、エネルギー価格、新技術やビジネスモデル

の導入状況などについていくつかの姿を見通していくことが必要ではない

か。

■ 今回及び次回の政策に関する検討は、エネルギー需要、供給の各要素ごと

に、定量的な見通しを策定する際に踏まえておくべき考え方や政策を示す

ためのものであり、以下のような論点が考えられる。
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各種の政策課題（安定供給、環境との調和、市場原理の活用）から見たエ

ネルギー・ベストミックスの在り方について

①供給ソースの多角化や需要の多様化など需給両面で柔軟性のある構造と

、 、 。して エネルギー供給構造全体として どのような構造を想定すべきか

今回示される各エネルギーの特性を踏まえた場合、２０１０年、さらに

は２０３０年までの需要に対して、各エネルギー供給源（石油、石炭、

天然ガス、原子力等）の構成としてどのようなイメージを持つべきか。

②エネルギー供給形態（系統電力、都市ガス、分散型エネルギー、ガソリ

ン、水素等）で考えた場合はどのような構造を想定すべきか。特に将来

の需要の動向を踏まえた、大規模電源と分散型電源の位置づけ、役割分

担など、どのような供給構造を想定すべきか。また、燃料電池は運輸部

門や民生業務部門へのエネルギー供給構造をどの程度変化させるか。

③分散型電源や燃料電池は、全体としてのエネルギー効率や環境面等にど

のような影響を与えるか。

④燃料電池など新しい技術、マイクログリッド等を活用した総合的なエネ

ルギー供給などによる、これまでの業種業態を超えた新しいビジネスモ

デルの導入をどの程度見込むことができるか。

、⑤政策的な要請を踏まえたエネルギーのベストミックスを達成するうえで

需要家による選択の役割をどう考えるか。

エネルギー需要面の在り方について

①新技術の導入・普及や追加的省エネルギー対策により、どの程度の需要

が削減されることになるか （前回で提示した２０３０年に至る需要の。

トレンドは、今後省エネ効果の検証等を踏まえ基本的には下方に引き下

げられる見込み ）。

、 、②省エネルギー等への取組については 環境と経済の両立という観点から

短期的、さらには中長期的にどのように経済に影響するかについての評

価も必要ではないか。

③省エネルギー等への取組をどのように進めていくか。需要家のエネルギ

ー選択、供給側の企業努力などを通じて、自律的に取組が強化されてい

く仕組みとして、どのようなものを想定すべきか。


